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デジタル時代における新たな機会とリスクに関する国際比較研究      

-若者とメディアのエスノグラフィより-（継続） 

代表研究者 高橋利枝 早稲田大学 文学学術院 教授 

1 デジタル・リテラシーとは何か？ 

なぜ今デジタル・リテラシーが必要なのか？その理由は、デジタル時代、グローバル世界において新たな

機会を最大に享受するためである。ユネスコを始め世界各国は、グローバル社会を生きるために必要な力と

して、デジタル・リテラシー教育を奨励している。日本でもグローバル人材に必要な能力の一つとしてメデ

ィア・リテラシーがあげられている。しかしデジタル・リテラシーと一言で言っても、その定義は様々であ

り非常にわかりにくい。単にパソコンやスマートフォンが使えればいいのだろうか？プログラミングが出来

ないとだめなのだろうか？そもそもメディア・リテラシーとは一体何であろうか？ 

2000年 6 月、濱田純一氏を座長とする「放送分野における青少年とメディア・リテラシーに関する調査研

究会」（総務省）は、メディア・リテラシーを「メディア社会における生きる力」としている。 

 

メディア・リテラシーとは、メディアとの関わりが不可欠なメディア社会における「生きる力」であり、

多様な価値観を持つ人々から成り立つ民主社会を健全に発展されるために不可欠なものである。（p.2） 

 

ここでのキーワードは、次の３つであろう。「メディア社会における『生きる力』」、「多様な価値観」、「健

全な民主社会」。本稿ではまず第１のキーワード「メディア社会における『生きる力』」を今日の急速なデジ

タル化に対応させて「デジタル社会における生きる力」と置き換えた上で、暫定的なデジタル・リテラシー

の定義として出発していこう。 

 

1-1 メディア・リテラシーという言葉と社会的背景 

メディア・リテラシーという言葉については、長年論争が続けられ、世界各地で多様な定義が与えられて

きた。そのため英語圏では、一つのメディア・リテラシーで捉えることは不可能であり、単数形の「literacy」

ではなく、複数形の「literacies」ではないか、という議論が行われて来た。メディア・リテラシー概念に

まつわる複雑性は、メディア・リテラシーという言葉やメディア教育が必要とされた時代や社会・文化的な

文脈、研究対象としているメディア 1や研究潮流 2に由来している。 

例えば、イギリスでは、２０世紀初頭、大衆文化に対する危惧から、批判的な思考を子供に身につけさせ

るためにメディア教育が必要とされた。一方、カナダでは、アメリカのテレビやアメリカ文化の影響力の強

さから、カナダのアイデンティティを守るためにメディア・リテラシーの必要性が言われた。またアメリカ

では、７０年代にテレビ全盛期においてテレビの暴力番組が子供に与える影響に対してメディア教育の必要

性が言われた（菅谷,2000）。そして日本でも、地下鉄サリン事件などメディア報道に対する不信感からメデ

ィア・リテラシーに関して本格的な取り組みが始まったのである（鈴木, 1997）。 

リテラシーという言葉は、「読み書き能力」として知られてきた。しかし、レーモンド・ウィリアムズ

（Williams, 1983）は、かつてリテラシーという言葉が「読み書き能力」と「教養がある」の２つの意味を

持っていたことを次のように指摘している。 

 

literature は、おもに literacy が現在もっている「読み書き能力」という意味にあたる語だったのであ

る。Literacyのほうは、19世紀末に「読み書き能力」をさす新しい語として出てきたが、それは「学がある」

という古い意味がすっかりなくなっていたからであろう。古い意味で使われていた時代、literacy は読む能

力と、多くを読んで物知りである状態と、両方の意味をもっていた（Williams, 1983, 邦訳 p.182）。 

 

１９世紀の終わりまで、「literature（文学に通じた（literary））」という言葉は、排他的に高尚文化に

関して用いられた。その後、読み書きはできるが、文化資本が欠如し、教養（literary）がない人々のこと

を指す「マスパプリック」が台頭してきた。そのためイギリスでは文芸批評やカルチュラル・スタディズに
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よる批判的解釈の議論が盛んになっていくのである。 

このようにイギリス、カナダ、アメリカ、日本など、世界各国において、それぞれ異なる時代的背景・社

会的要請に答える形で、「メディア・リテラシー」は多様な定義を与えられてきたのである。 

 

1-2 デジタル・リテラシーの定義 

（１）メディア・リテラシー 

鈴木みどり（1997）は、カナダの「メディア・リテラシー協会」とアメリカの「メディア・リテラシー運

動全米指導者会議」による定義を参照して、メディア・リテラシーを次のように定義している。 

 

メディア・リテラシーとは、市民がメディアを社会的文脈でクリティカルに分析し、評価し、メディアに

アクセスし、多様な形態でコミュニケーションを創り出す力を指す。また、そのような力の獲得をめざす取

り組みもメディア・リテラシーという。（p.8） 

 

ここでのキーワードは「クリティカル（分析・評価）」「アクセス」「コミュニケーションの創出」であろう。

総務省も、メディア・リテラシーを、ほぼ同様の以下の３つを構成要素とする、複合的な能力として定義し

ている 3。 

1. メディアを主体的に読み解く能力。 

2. メディアにアクセスし、活用する能力。 

3. メディアを通じコミュニケーションする能力。特に、情報の読み手との相互作用的（インタラクティブ） 

コミュニケーション能力。 

また水越伸（2002）も著書「デジタル・メディア社会」の中で、メディア・リテラシーを①メディア使用

能力、②メディア受容能力、③メディア表現能力という互いに相関する 3つの階層化された能力としている。 

  （２）デジタル・リテラシー 

90 年代以降、インターネットの台頭により、「デジタル・リテラシー」という言葉が多く使われるように

なった（Lankshear and Knobel, 2008）。これらの多くはマルチメディア・リテラシーやサイバー・リテラシ

ーなどのように従来のマスメディアとは異なることを強調している一方、単なるコンピュータ操作にとどま

る傾向があった。そのためデジタル・リテラシーも「複数形で理解されるべき」（Lankshear and 

Knobel,2008,p.2）とされ、「インターネット検索」や「ハイパーテキストナビゲーション」、「知識アセンブ

リ」、「内容評価」など具体的な能力があげられた（Glister,1997）。 

リビングストーン（Livingstone,2009）はインターネット・リテラシーの４つの要素として、「アクセス」、

「分析」、「評価」、「創造」をあげている。そして、個人的なスキルに注目したインターネット・リテラシー

を、社会的なアプローチと統合させることの必要性を示唆している。「利用者は孤立した個人としてではなく、

インターネットにより必要な資本的、社会的、文化的資源が不均衡に分配されている社会の成員である」

（Livingstone, 2009, p.191）と述べ、社会と個人のレベルの両方を含んだ、メディア・リテラシー欧州憲

章（European Charter for Media Literacy）による 7つの能力 ４を評価している。リビングストーンは、デ

ジタル・リテラシーが、読み書き、計算に次いで人生の第 3 のスキルであり、情報社会に参加するための必

要条件であると述べている。 

ここまで、メディア・リテラシーに関する主な先行研究について考察してきた。まとめると、デジタル・

リテラシーとは、「デジタル社会において生きる力」であり、そのために必要な能力は「アクセス」「クリテ

ィカル（分析・評価・解釈）」「コミュニケーション能力（表現・創造・参加）」に集約することができるだろ

う。以下では、日本、アメリカ、イギリスにおける若者とメディアのエスノグラフィによって、これらのデ

ジタル・リテラシーに関する能力について検証していきたいと思う。 

2 本調査研究の目的と方法論 

2-1本研究の背景と目的 

本研究は、グローバル化とデジタル革命という今日の社会的文脈において、日常生活における若者とメデ
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ィアの多様なエンゲージメントから創発する、電気通信に関する新たな機会とリスクについて明らかにする

ことを目的としている。日本、アメリカ、イギリスにおける国際比較調査結果から、昨年度は最も重要なエ

ンゲージメントである「つながり」に焦点を当て、絶え間ないつながりによって創発する新たな機会とリス

クについて探求した。ソーシャルメディアは、絶え間ないつながりによる親密性の強化やネットワークの構

築、共有や印象管理、トランスナショナルなつながりなど新たな機会を生んでいる一方で、リスクも生んで

いることが明らかになった。そのため新たな機会を最大限に享受し、リスクを最小限にするためには、急速

に変動する現代社会に対応した新たなデジタル・リテラシーが必要であるという結論に至った。昨年度のこ

の調査結果を受け、今年度は若者のメディアとのエンゲージメントからデジタル・リテラシーに関して検証

するとともに、今後の課題について考察していく。 

 

2-2方法論 

筆者がこれまで行ってきた日本、アメリカ、イギリスにおけるマルチサイト・エスノグラフィ 5(Marcus, 

1998)をもとにして、今年度は、高校生と大学生男女（15 歳～23 歳）90名を定性調査の調査対象とした。詳

細なインタビューの対象者は 43 名（高校生 7名、大学生 36名）であり、インタビューは１時間半から２時

間行われ、すべてのインタビュー・データは録音され、文字起こしされた。インタビュー・データは筆者に

よって定性調査の分析方法であるグランデッド・セオリー・アプローチ（Glaser and Strauss, 1968）に基

づいて、幾度にもわたってコーディングが繰り返され、分析が行われた。またこれらの詳細なインタビュー

に加え、ソーシャルメディアに関する新たな機会とリスクについて、フォーカスグループインタビューを行

った。調査対象者は、私立男子高校１年生と２年生 47 名であり、対象校に訪問し、調査を実施した。さらに

マルチサイト・エスノグラフィによって得られたアメリカ、イギリスでの知見に関しては、国際学会大会お

よび現地フィールドワークによってアップデートされた。 

調査結果から、デジタル・リテラシーに関する５つのエンゲージメントー「アクセス」、「クリティカル」、

「戦術的消費」、「協働」、「共有・参加」— が明らかとなった。本稿では、紙幅の都合上、「アクセス」と「共

有・参加」について述べていく。文中では一連の調査から得られたデータの中で特に象徴的な事例について

紹介していく。 

3 アクセス 

3-1情報検索  

若者たちはスマートフォンやパソコンを用いて、インターネットにアクセスし、いつでもどこでも必要な

情報を検索している。そして Googleによる絶え間ない情報検索行動を「ググる(Googling)」や「グーグル先

生に聞く」などと表現している。例えば、iPhone を利用しているキャサリンは「自動的に Google に行く」

という。 

 

筆者「Googleを使うって言ったけど、よく使うの？」 

キャサリン「ええ。自分でも何を検索しているのかわからないのだけど。絶えずずっと使っているわ。で

も本当に何を検索しているのかわからないの。」 

筆者「じゃあ、何でもとりあえず…」 

キャサリン「そう。自動的にGoogleに行っちゃうの。」 

筆者「例えば、どんな場合？」 

キャサリン「もしYouTubeを見たいとするでしょ。そうするとまずGoogleに行って、YouTubeってタイプす

るの。直接YouTubeに行ったほうがはるかに早いのだけど。でも何故か、いつも何でもGoogleから行っちゃう

の。本当に変よね。」 

（キャサリン、アメリカ、19歳、女性、高校生、イギリス系） 

 

絶え間なく湧き出る情報に関する欲求から、iPhoneなどからGoogleやSiriなどのアプリに絶えずアクセス

し、情報を探索している。それでは実際にどのような情報を探索しているのだろうか？以下では情報探索行

動の中身をさらに詳しく考察していこう。 
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3-2友達情報による社会集団の形成/再形成  

ソーシャルメディアを利用する主な目的として、社会集団（ウチ）の形成/再形成がある。若者にとって

第１義的な社会集団となる仲間との「つながり」とともに、仲間の情報を得ることは関係性の構築のために

不可欠である。ボブは、Facebookを「友だちのオンライン・データベース」と呼び、絶え間なく更新される

ニュースフィードから友だちの情報を得ている。 

 

「Facebookは全ての友だちの有効なオンライン・データベースだから。だって、みんなが何をしているの

か正確にわかるから。」 

（ボブ、イギリス、23歳、男性、会社員、中産階級） 

 

日本の若者たちも同様に友達や仲間内のきずなを強化するために、LINE や Twitter、Facebookなどのソー

シャルメディアに絶えずアクセスし、友達に関する情報を探索、収集している。 

 

3-3ニュースのカスタマイズ  

かつてニュースは、テレビやラジオ、新聞などのマスメディアから同じ情報が同じ時間に、一方向的に送

られてきた。しかし現在では、グノシーや SmartNewsなどニュースのキュレーションアプリやヤフーニュー

ス、LINE NEWS などを利用してニュースをいつでもどこでも得ることができる。これらのアプリやサイトか

ら、特に自分の関心のあるニュースについては情報源である新聞社や雑誌社、テレビ局、通信社などのサイ

トへアクセスして読んでいる。こうじは、新聞を iPhone で読んでいる。 

 

筆者「ニュースを最初に知るのは、テレビから？それとも、パソコン？スマートフォン？新聞？」 

こうじ「スマホですね。ヤフーニュース見て、そこから新聞社のサイトの記事のもとの所に飛んで。」 

（こうじ、日本、21歳、男性、大学生） 

 

またインターネット上でテレビ番組が無料で配信されているイギリスでは、ニュース番組が放送される時

間にテレビの前にいる必要も、放送中３０分間ニュースを見続ける必要も無い。パソコンからアクセスし、

関心のあるトピックについてオンデマンドで見ている。アンドリューは、毎朝、BBC-iplayer で天気予報や

テレビ番組の情報を選択し、外出前に興味のあるビデオクリップを２，３分ずつ見ている。 

 

筆者「朝ごはんを食べている時テレビは見ているの？あ、テレビは持っていなかったわね。ラップトップ

で？」 

アンドリュー「いつも見ている。BBC を見てるよ。ニュースのビデオクリップをたくさん見ている。大体

2,3分だから。…いつも 30分もないから、テレビのニュースだと途中で見るのをやめたり、不便なんだ。だ

から出かける前に興味のあるニュースクリップをいろいろと見る方が好きなんだ。」 

（アンドリュー、イギリス、22歳、男性、大学生、アメリカ系、中産階級） 

 

テレビはもはや一方向的なマスメディアではなく、利用者の関心に合わせた情報を提供する「ビデオクリ

ップ」として、いつでもどこでもパソコンやスマートフォンから検索されアクセスされている。このように

家にいるときも外出するときも、スマートフォンやパソコンからインターネットにアクセスして、興味のあ

るトピックを検索してオンデマンドでテレビニュースを見たり、新聞社のサイトで新聞を無料で購読してい

る。また、ニュースのキュレーションアプリでは自動的に関心のあるニュースが選ばれて送られてくるため、

知らないうちに世界中のニュースにアクセスしている。 

 

3-4情報のオーセンシティ  

アニメやスポーツ、音楽情報などに関しては、専門サイトにアクセスしたり、海外の情報源からより信頼

のある情報を探索している。けんたは、自分の好きなイタリアのサッカー情報について、ソーシャルメディ

ア上でイタリアに居る日本人が書いている情報を収集している。 

 

けんた「コミュニティの情報を見ることが多いですね。結構この時期ってもうすぐリーグが終わって、移籍
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があって。そういう情報とか現地にいる人が書いてくれて。」 

筆者「現地ってどこの？」 

けんた「例えばイタリアだったらその現地にいる人が書いてくれて。だから早くて。雑誌とかウェブもちゃ

んと調べてるからわかるんですけど、それ以上に直接見てる人が書いてるから。」 

（けんた、日本、19歳、男性、大学生） 

 

また、Facebook や Twitter、Instagram で有名人をフォローすることによって、本人のつぶやきからマス

メディアからは普段入手できないような情報を得たり、マスメディアよりもいち早く情報を得ている。例え

ば、ライブ情報や掲載雑誌、試合情報などのオフィシャル情報や、有名人のライフスタイルや人間関係、ど

んな本を読んでいるか、どんな映画を見ているか、どんな音楽を聴いているか、着ている服や使っている化

粧品、今どこで何をしているかなど、様々なプライベートな情報を収集している。としき（日本、20歳、男

性、大学生）は Twitter で有名人をフォローする理由について、「検索して情報を探したり、調べたりするこ

ともできるけど、Twitterなら情報が自然とタイムラインに入り込んでくるから。」と言い、受動的で継続的

で手軽に情報収集ができることをあげている。このようにソーシャルメディアで著名人や有名人や、新聞社

やテレビ局などをフォローすることによって、直接、世界中の情報にアクセスしているのである。 

4 共有・参加 

4-1親密圏の強化  

マスコミ研究においてテレビの社会的効用として、学校のお昼休みなどにドラマなどテレビ番組について

話題を提供し、コミュニケーションを促進していることが見出されてきた(Lull,  1990)。昨今では若者のテ

レビ離れが言われて久しいが、高校生や大学生は、お昼休みに何を話しているのだろうか？インタビューに

協力してくれた女子高校生や女子大生たちは、YouTube で見たドラマや音楽、ブログなどについて話したり、

実際に見せ合ったり、一緒に視聴したりしていた。 

 

「あれ見たー？みたいな感じで、アーティストのブログが更新されてるのを見せたり、変な画像あったっ

て見せたり。」 

（るり、日本、16歳、女性、高校生） 

 

「お昼とかにほぼ強制的に（YouTubeを）友達に見せられますね。『見てみてみてー』って。」 

（のりこ、日本、18歳、女性、大学生） 

 

お昼休みや放課後など一緒にいる時、YouTube上で自分が見つけた面白いビデオや、友達がFacebook上で紹

介しているビデオなどを一緒に見ることによって友達との親密性を強化している。そして、一緒にいない時

もソーシャルメディア上での頻繁なやり取りによって、写真やイメージを共有し、親密性を強化している。

アンソニーはYouTubeを、Facebookを媒介として友達との関係を強化するものとして利用している。 

 

アンソニー「YouTube は Facebook上で関係性を強めるための単なる手段にすぎない。僕が興味があるもの

を見せるため。僕が面白いと思うものを見せる。」 

筆者「そうすると YouTubeは自分が楽しむためだけじゃなくて、関係性を強めるための道具としても使っ

ているのね。」 

アンソニー「絆を強めるために僕が使ってる主な手段の一つさ。」 

（アンソニー、イギリス、21歳、男性、大学生、ドイツ系） 

 

このように若者たちはプラットフォーム・シフトしたビデオをモバイル・メディアで一緒に見たり、iPhone

やスマートフォンから Hulu や YouTube などに直接アクセスして動画を共視聴している。また Facebook 上で

YouTube のリンクを紹介したり、写真やイメージを共有するなど、ソーシャルメディア上でコンテンツを共

有している。このような共視聴や共有に加えて、先に見たように友達に関する情報を探索、収集したり、LINE
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や Facebook のメッセンジャーで頻繁にメッセージをやり取りし、絶えずつながることによって、友人や家族

とのコミュニケーションを促進し、親密性を強化しているのである。 

 

4-2公共圏の創造と参加  

（１）政治参加 
ハーバーマス(Habermas,1989)の公共圏の概念からオーディエンスのメディアへの参加について経験的な

考察が行われてきた(cf. Livingstone and Lunt, 1994; Scannell, 1991)。日本においてもこれまで放送や

インターネットと公共圏について盛んに議論されてきた (花田, 1996; 阿部, 1998; 水越, 2003; 鈴木, 2007;

遠藤, 2005 他)。しかしUGM(User Generated Media: 利用者形成型メディア)による公共圏への参加の可能性

が期待されている一方で、政治に関して自分の意見を言ったり、参加すること自体意味がないという意見が

インフォーマントたちの間で多く聞かれた。 

 

ひろし「僕は自分の思ってる世界を作りたくて、政治家になりたかったんです。」 

筆者「オンライン上で政治について発言しないの？」 

ひろし「なんか、その先で誰が聞いてくれるんだ、って思って。止めました。」 

かず「僕も書いたところでこれを見たところで別になぁって思っちゃいます。自己満足のために書くわけで

はないし。」 

（日本、男性、17歳、高校生） 

 

日本における政治参加への欠如の要因として、筆者は以前、会社や学校、近所や世間一般から孤立、疎外

されることへの恐れと、日本の政治や社会に対する失望感や諦めの２つの理由があげた(Takahashi, 2009)。

しかしながら、このような若者の政治参加への無関心は日本ばかりではなく、イギリスやアメリカでも指摘

されている（Buckingham, 2000）。 

 

筆者「政治的なグループに参加したり、政治問題や社会問題、環境問題について話したりチャットしたり

する？」 

フィリップ「あんまり。あんまり話したりしない、興味ないし。僕は人生を音楽に捧げているんだ。だか

ら音楽やコンサートについて話す。政治については、若い人は…僕ぐらいの年代はあんまり関わらないよね。

若い時は興味がないんだ、ただ楽しみたいだけ。年をとってからは仕事やお金に影響してくるから…」 

（フィリップ、イギリス、21歳、男性、大学生） 

 

「政治については議論しないよ。ほんとに直接的に僕個人に関わるようなことでなければ議論しない。僕

の年代は絶対的に…父親の年代とは全然違うから。」 

（ボブ、イギリス、23歳、男性、会社員） 

 

 
（２）社会参加 

若者は政治に対して関心がなかったり、パブリックに発言することを避けている傾向がある一方で、身近

な問題に関しては、Facebook 上にグループを創り、積極的に参加したりしている人もいる。政治に関して興

味がないと語っていたフィリップも、クリスチャンの活動に関しては、自ら Facebook上にグループを作った

り、Facebook上で参加や署名を求めるなど積極的に活動している。 

 

「僕が作ったり参加してるクリスチャンのグループがあるんだけど…BNP っていうイギリスの人種差別の

政党があって、亡命を求めている人や、外国人や白人でない人には出ていって欲しい人たち。すごく人種差

別をしているから、クリスチャンとして僕たちは強く反感を感じるんだ。平等であるべきだから。あらゆる

人種を歓迎すべきだから。…僕たちクリスチャンばかりでなく、他の人たちも強く反感を持っていると思う。

だから、Facebook上で皆に署名や、グループに参加することを求めたりしたんだ。僕たち同様に皆が立ち上

がれるように。」 

  （フィリップ、イギリス、21歳、男性、大学生） 
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ジミーはFacebook上に黒人のフォーラムを立ち上げて、黒人に対するステレオタイプを廃止して、黒人の

プロフェッショナリズムを訴えている。 

 

ジミー「『黒人のフォーラム』…アフリカ系アメリカ人男性のグループ。だけど誰でも承認する。毎週月曜

日に黒人の問題について話をする。時々パーティもする。毎週月曜日はネクタイの日といって、みんなでネ

クタイを締めるんだ。」 

筆者「なぜ？」 

ジミー「一種のプロフェッショナリズムを示すために。僕たちは『黒人のフォーラム』でアメリカにある

黒人のステレオタイプなイメージ を変えようとしている。だからみんなにも同じ事をするように勇気づけて

いるんだ。」 

（ジミー、アメリカ、19歳、男性、大学生、アフリカ系） 

 

ひであきも Facebook上に国際フォーラムを立ち上げて、国際会議を企画し、参加する学生を Facebook 上

で応募した。28 ヶ国から応募があり、日本人も 1000 人以上から応募があったという。国際会議の間、オリ

ンピックセンターなどに世界の人と一緒に泊まり寝食を共にすることによって異文化理解を図ることを目的

としている。 

 

「やっぱり一緒に泊るって、表の国と国の対話じゃないところが知れるんですよね。最終的な目標として

僕の中に根本的にあるのが、友人関係っていうのがあって。人って、人と人だとすごい仲良くなるんですよ

ね。中国人も日本人も韓国人も。ただそれが国家間の会議になって国を背負うと一瞬でダメになっちゃうん

ですよ。国と国の会話も友達と友達との会話のようにできたら一番いいなあと思ってて。そのためにやっぱ

り泊まるっていうのが一番対話をスムーズにさせるんじゃないかなって。相手への気遣いにもなるので。そ

れで泊まりで国際会議やっています。」 

（ひであき、日本、20 歳、男性、大学生） 

 

ひであきによると、政治的に対立しているタイやカンボジアのような親日国に対して、日本人が間に入っ

て寝食を共にすることによって、国と国の対立を越えて、友情関係を築くことができるという。このような

Facebook によって可能となった国境を越えたつながりと親密性の強化は、グローバル社会において重要であ

ろう。 

フィールドワークを通じて、政治に関して直接的に意見を書いたりする人はほとんどいなかった。しかし、

宗教や人種差別、不平等、異文化理解に関しては、Facebook上にグループを作るなどして新たなコミュニケ

ーション空間を創造していた。彼らは、「自らの思想や意見、感じていることなどをメディアによって構成的

に表現し、コミュニケーションの回路を生み出していく」（水越, 2002, pp.92-93）力、デジタル・リテラシ

ーを持っていると言えよう。そしてこのような力は冒頭にあげたメディア・リテラシーに関する残りの２つ

のキーワードー「多様な価値観」と「健全な民主主義」— を保つために重要であろう。 

5 結論 

冒頭で見てきた通り、これまでメディア・リテラシーは、イギリス、カナダ、アメリカ、日本など、世界

各国において、社会の要請によって多様な文脈で議論されてきた。そして主要な先行研究からデジタル・リ

テラシーに必要な能力を、「アクセス」「クリティカル（分析・評価・解釈）」「コミュニケーション能力（表

現・創造・参加）」に集約した。これらの先行研究を踏まえて、本調査研究では、日本、アメリカ、イギリス

の３ヶ国における若者とメディアのエスノグラフィを行い、デジタル・リテラシーに関する以下の５次元の

エンゲージメントを明らかにした。 

 

１． アクセス（情報検索欲求、友達情報による社会集団の形成/再形成、ニュースのカスタマイズ、情報の

オーセンシティ） 
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２． クリティカル（ブログに対する批判的な解釈、マスメディアの比較・分析、ウィキペディアの批判的利

用、ソーシャルメディアの批判的利用） 

３． 戦術的消費（プラットホームシフト、広告に対する戦術、インフォーマル/フォーマルラーニング） 

４． 協働（マルチタスク、プレイ・パーフォーマンス・シミュレーション、擬似的共視聴） 

５． 共有・参加（親密圏の強化、公共圏の創造と参加） 

「デジタル・リテラシー」は、論じられてきた時代的・社会的背景から多様性があり、単数形の「literacy」

ではなく、複数形の「literacies」で理解されるべきであると議論されて来た。しかしこのような多様性が

あるにも関わらず、重要な共通点がある。それはデジタル・リテラシーが目指すものである。鈴木みどりは

「いずれの国の理解でも、メディア社会を主体的に生きることのできるクリティカルな「読み手」になるこ

と、また、そのような市民の育成にある、という点で共通している。」（鈴木, 1997, p.8）と述べている。そ

して、鈴木みどりが依拠しているレン・マスターマンは、「私はこの市民の進化と発展が、世界の多様な実践

を通して、私たち全員がつながりを持つことを可能にすると信じている。」（マスターマン, 1997, p.45）と

述べている。また、ユネスコは 2008年 6月、「情報（ICT）教育」と「メディア・リテラシー教育」の概念を

統合し、「メディア情報リテラシー」教育 6を掲げている。 

 

情報・メディアリテラシーを通して人々のエンパワーメントは、情報と知識への公正なアクセスを育成し、

包含的な知識社会を構築するために重要な必要条件である。情報・メディアリテラシーは人々に情報やメデ

ィアの利用者として見聞の広い判断を解釈し行うことを可能にする。彼ら自身の権利において情報・メディ

アメッセージの熟練したクリエーターやプロデューサーになれるのと同様に。 

 

このようにデジタル・リテラシーの最も重要な目的は、グローバル社会において、人々が国境を越えてつ

ながり、共にグローバル社会を創造することであろう。「新しい ICTを利用して新しい知識にアクセスし、採

用し、創造する能力は今日の時代における社会的包含に重要なのである」（Warschauer, 2003,p.9）。本調査

研究において若者とメディアのエスノグラフィから得られた４つの能力— 「アクセス」、「クリティカル」、

「戦術的消費」や「協働」— に関しては、デジタル先進国である日本、アメリカ、イギリスの若者たちにと

って、従来のメディア・リテラシー教育や日常生活におけるメディア経験の中で身につけることは、比較的

容易であろう。しかしながら、「共有・参加」のエンゲージメントに関しては、ソーシャルメディアによって

親密圏でのつながりは強化されている一方で、公共圏や国境を越えたつながりに関しては、いずれの国にお

いても重要な今後の課題として残されているだろう 7。 

結論として本調査研究では、メディア・リテラシーに関する先行研究への考察及び、日本・アメリカ・

イギリスでの定性調査から、デジタル・リテラシーを、デジタル社会を生きるための力だけではなく、「世界

とつながり、グローバル社会を共に創る力」と再定義したいと思う。言い換えるとデジタル・リテラシーと

は、「グローバル世界に参加するために必要不可欠な力」なのである。だからこそ、グローバル化、デジタル

化が進む今、新たな機会を最大に享受するためにデジタル・リテラシーを身につけることが必要とされてい

るのである。 
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（注書き） 

注１） フィルムリテラシーやテレビリテラシー、広告リテラシー、コンピュータリテラシー、ゲームリテ

ラシー、ネットワークリテラシーなど 

注２） 例えば、人類学の口承文化や人文科学のビジュアルリテラシー、文芸批評やカルチュラル・スタデ

ィズ、教育学、公共政策など。 

注３） http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/hoso/kyouzai.html 

注４） メディア・リテラシー欧州憲章（European Charter for Media Literacy）による 7つの能力とは以

下の 7つである。 

１. 個人やコミュニティのニーズや利益にあったコンテンツにアクセスしたり、蓄えたり、取り戻したり、

共有するためにメディアを効果的に利用する 

２. 異なる文化的・制度的資源から幅広いメディアの形式とコンテンツにアクセスし、情報選択をする 

３. どのように、そして何故メディア・コンテンツが作られたのかを理解する 

４. メディアによって使われているテクニックや言語、慣例やメッセージを批判的に分析する 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/hoso/pdf/houkokusyo.pdf
http://www.unesco.org/new/en/communication-and-information/media-development/media-literacy/mil-as-composite-concept/
http://www.unesco.org/new/en/communication-and-information/media-development/media-literacy/mil-as-composite-concept/
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５. アイデアや情報、意見を表現したり、コミュニケーションするために積極的にメディアを利用する 

６. 不快で有害なメディアのコンテンツやサービスを特定したり、避けたり、挑戦したりする 

７. 民主主義的な権利や市民の責任の実践のためにメディアを効果的に利用する 

注５） 本調査研究のテーマ発想の動機となったマルチサイトエスノグラフィは、2009‐2011年度科学研究

費補助金（基盤研究 B「デジタルネイティブの国際比較研究」）の助成を得て実施されたものである。

このエスノグラフィの調査期間は 2000 年から 2010年の間に日本で行ったフィールドワークを元に

して、イギリスにおいて 2010年 4月から 8 月までの５ヶ月間、アメリカにおいて 9 月から 2011年 3

月までの 7ヶ月間、若者とメディアについてフィールドワークを行った。イギリスではオックスフ

ォード大学教育学部の客員リサーチ・フェローとして招聘され、Davies教授が率いるイーラーニン

グプロジェクトの協力を得ながらフィールドワークを行った。アメリカではハーバード大学バーク

マンセンターのファカルティ・フェローとして招聘され、Palfrey 教授の率いる「若者とメディア」

プロジェクトの協力を得ながら、フィールドワークを行った。 

注６） http://www.unesco.org/new/en/communication-and-information/media-development/media-liter

acy/mil-as-composite-concept/ 

注７） 村上郷子（2009）は、ユネスコが提唱している「メディア情報リテラシー」の 3つのキー概念—「批判的
クリティカル

思考(Critical Thinking)」、「メディアの応用(Media Appropriation)」、「公共圏への参加」

Intervention and Participation in the Public Sphere)」— を参照して、日本のメディア・リテ

ラシー教育の 3C-①批判的
クリティカル

思考(Critical Thinking)、②創造とコミュニケーション(Creativity & 

communication)、③シティズンシップ(Citizenship)とエンパワーメント-をあげている。また坂本

旬（2009,p.162）も異文化間コミュニケーションを中心としたメディア情報リテラシー教育の５つ

のキーコンセプトとして、創造、批判的思考、コミュニケーション、協働、グローバルなシティズ

ンシップをあげている。 
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